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(57)【要約】
【課題】ソリューションプラズマ放電において放電電極
間の距離あたりの電圧を低く抑え、安定したプラズマ状
態を維持することができるプラズマ放電装置を提供する
。
【解決手段】本発明のソリューションプラズマ放電装置
１０１は、放電電極１の上部に位置する基板２に、液体
１２中のプラズマにより発生した気泡を蓄える凹部３を
備え、凹部３に溜まった気泡中でプラズマ放電をさせる
ことにより、放電電極間の距離を長くまたは放電電極間
の印加電圧を低くできるので、放電電極間の距離あたり
の電圧を低く抑え、安定したプラズマ状態を維持するこ
とができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液体中に配置した２つの放電電極間に電圧を印加し、放電させるソリューションプラズ
マ放電装置において、
　上記２つの放電電極の上部に配置された基板を備え、
　上記基板はその下面に、上記２つの放電電極間の放電により発生した気泡を蓄える凹部
を有し、
　上記２つの放電電極の少なくとも一部は、上記凹部に囲まれた空間内に配置されている
ことを特徴とするソリューションプラズマ放電装置。
【請求項２】
　上記２つの放電電極は、当該放電電極間距離が上記凹部に向かうにつれ広がるように配
置されていることを特徴とする請求項１に記載のソリューションプラズマ放電装置。
【請求項３】
　上記放電電極の少なくとも１つは、放電中に当該放電電極間距離を広げられるように、
位置を動かすことができることを特徴とする請求項１または２に記載のソリューションプ
ラズマ放電装置。
【請求項４】
　上記液体を加熱し気泡を発生させるための加熱装置をさらに備えていることを特徴とす
る請求項１から３のいずれか一項に記載のソリューションプラズマ放電装置。
【請求項５】
　上記液体中で発生した上記気泡を上記凹部へ導く整流部材をさらに備えていることを特
徴とする請求項１から４のいずれか一項に記載のソリューションプラズマ放電装置。
【請求項６】
　上記凹部は、放電により発生する熱により上昇した上記気泡の温度に耐える材料で構成
されることを特徴とする請求項１から５のいずれか一項に記載のソリューションプラズマ
放電装置。
【請求項７】
　上記凹部は、絶縁性の材料で構成されることを特徴とする請求項１から６のいずれか一
項に記載のソリューションプラズマ放電装置。
【請求項８】
　上記凹部は、セラミックで構成されることを特徴とする請求項１から７のいずれか一項
に記載のソリューションプラズマ放電装置。
【請求項９】
　上記凹部は、シリコンゴムで構成されることを特徴とする請求項１から７のいずれか一
項に記載のソリューションプラズマ放電装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、放電電極間の距離あたりの電圧を低く抑えて、発生させたソリューションプ
ラズマを維持することができるソリューションプラズマ放電装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プラズマを利用した技術の中に、液体中でプラズマを発生させて、これを工業的に応用
する技術が開発されつつある。このような液体中のプラズマは、主に溶液中で利用される
ので「ソリューションプラズマ」と呼ばれる。
【０００３】
　ソリューションプラズマは、溶液中に対向するように配置された２つの電極の間に電圧
を印加することにより、２つの電極間に発生させることができる。発生したプラズマの周
囲には気泡が発生し、その気泡がプラズマを取り囲んでおり、その気泡の周囲を溶液が取
り囲んでいる。ソリューションプラズマはこのようにプラズマによる「高エネルギー状態
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」を溶液内に閉じ込めるという状態を実現しており、これにより周囲の気相、液相または
その界面で様々な化学反応が促進される。この化学反応による産業への応用として水処理
、滅菌、廃棄物処理、新物質創製、物質の新規合成法の開発、表面改質、超高速加工、希
少金属回収、超機能溶液、及び養殖等を含む生物培養等が挙げられる。
【０００４】
　非特許文献１にはソリューションプラズマを用いた合成反応の一例が記載されている。
図６はソリューションプラズマを発生させる装置１２１の一部を示す図である。対向する
２つのワイヤ状金属電極１０１・１０１のそれぞれがホルダ１１０・１１０によって容器
１１１に固定されている。ワイヤ状金属電極間にパルス電圧を印加することによりワイヤ
状金属電極間にプラズマ１１３を発生させることができる。容器１１１には溶液１１２と
して塩化金酸水溶液が入れられており、溶液１１２中でプラズマ１１３を発生させること
により、溶液１１２中の金を還元し直径１０～１５ｎｍの金ナノ微粒子を生成している。
【非特許文献１】高井治、「ソルーションプラズマによるナノ微粒子合成と界面制御」、
粉砕、ホソカワ粉体技術研究所、２００７年１２月２８日、Ｎｏ．５１、ｐ．３０－３６
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　このようにソリューションプラズマを用いると、様々な化学反応を促進することができ
るが、その反応は印加電圧、電流、電極の条件（材料）、溶液の条件（成分、導電率等）
等により様々に変化する。ただし、望みの反応を安定して継続させるためには、発生した
プラズマ状態を安定して維持・制御する必要がある。そしてプラズマ状態を維持・制御す
るために、プローブ計測法またはスラブ光導波路分光法等によるプラズマ状態の観測が必
要となる。
【０００６】
　プローブ計測法とは、プラズマの近傍に測定電極を挿入し、微小の直流電圧を印加する
ことにより計測する計測法である。印加電圧を変化させると測定電極の電流が、周りに存
在する電子やイオンの分布密度により変化する。この電圧－電流特性から様々な物理量を
定量化することができる。
【０００７】
　スラブ光導波路分光法とは、光導波路を通過した白色光の吸収スペクトルを観測するこ
とにより、光導波路に接した溶液の状態を観測する方法である。薄い透明度の高いガラス
板を導波路とし、そのガラス板の上に溶液を置く。白色光をガラス板の端から入射し他端
で観測する。白色光がガラス板の界面で全反射をする際に、溶液側へエバネッセント波を
発生する。このエバネッセント波を溶液中の分子が吸収することにより、他端で観測する
白色光には溶液中の分子に応じた吸収スペクトルが観られる。この吸収スペクトルの変化
から溶液の状態を知ることができ、プラズマ状態を間接的に観測することができる。
【０００８】
　しかしながら、従来のソリューションプラズマ発生装置に上記のプローブ計測法または
スラブ光導波路分光法等の観測法を用いる際に下記の問題が生じる。
【０００９】
　プローブ計測法においてプラズマの近傍に測定電極を挿入するためには、測定電極が挿
入できるように、ソリューションプラズマ放電装置の放電電極間の距離を大きくしなけれ
ばならない。しかし放電電極間の距離を大きくすると、プラズマの発生に必要とされる印
加電圧（プラズマ放電開始電圧）が距離に応じて高くなる。図７は、図６に示す構造にお
ける放電電極間の距離とプラズマ放電開始電圧との関係を示すグラフである。電極は直径
は１．０ｍｍのタングステン電極で、溶液は導電率１８０μＳ／ｃｍの鉱泉水を用いてい
る。尚、プラズマ放電開始電圧は溶液の導電率によっても大きく変化し、一般に溶液の導
電率が高い方がプラズマ放電開始電圧は低くなる。上記の条件において、放電電極間の距
離が０．５ｍｍである場合に、プラズマ状態の発生に約１１００Ｖ程度の印加電圧が必要
となるが、放電電極間の距離が大きくなるとともに必要となる印加電圧は増大する。放電
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電極間の印加電圧が高くなると流れる電流が大きくなるとともに周囲の電界・磁界が大き
くなり、溶液中の温度上昇、電磁波ノイズの増大、及びプラズマ発光の増大につながる。
また、高電圧を出力させることはソリューションプラズマ放電装置の大型化に繋がる。
【００１０】
　スラブ光導波路分光法においては、上記の電磁波ノイズ、及びプラズマ発光が、観測の
ノイズ・障害となる。またさらに、放電電極間の距離あたりの電圧が高い場合、溶液の温
度上昇を抑えるために多量の溶液中でプラズマを発生させることになり、プラズマ発生部
と光導波路を遠ざける必要があるため、観測された結果が観測した時点でのプラズマ状態
を正確に反映していないということがおこる。
【００１１】
　また、放電電極間に電圧を印加した後のプラズマが発生する前の状態においては、印加
電圧が高くなると溶液の温度上昇率は著しく大きくなる。その後、プラズマ状態が発生す
ると溶液の温度上昇率は大きく下がる。すなわち、放電電極間の距離が大きいと、プラズ
マ状態を発生させるまでに高い印加電圧が必要になるので、スラブ光導波路分光法のよう
に少量の溶液中でプラズマを発生させる場合、溶液の温度上昇が激しく、かつ電磁波ノイ
ズが増大することになり、安全性及び制御性の確保が困難になる。
【００１２】
　本発明は、上記の問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、ソリューションプ
ラズマ放電において放電電極間の距離あたりの電圧を低く抑え、プラズマ状態を安定して
維持することができるプラズマ放電装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明に係るソリューションプラズマ放電装置は、２つの放電電極の上部に配置された
基板を備え、上記基板はその下面に、上記２つの放電電極間の放電により発生した気泡を
蓄える凹部を有し、上記２つの放電電極の少なくとも一部は、上記凹部に囲まれた空間内
に配置されていることを特徴としている。
【００１４】
　上記の構成によれば、ソリューションプラズマ放電において放電電極間の距離あたりの
電圧を低く抑え、プラズマ状態を安定して維持することができる。そのためプラズマによ
る発熱、電磁波ノイズ、及びプラズマ発光の輝度を減少させることができる。
【００１５】
　本発明に係るソリューションプラズマ放電装置では、上記２つの放電電極は、当該放電
電極間距離が上記凹部に向かうにつれ広がるように配置されていることが好ましい。
【００１６】
　上記の構成によれば、放電電極間の距離が短い部分で発生したプラズマが、同時に発生
する気泡とともに上昇し、凹部に囲まれた空間内に位置する放電電極間の距離が長い部分
へ移動し、安定化する。移動後のプラズマは、印加電圧は同じで、長い放電電極間の距離
で安定化しているので、放電電極間の距離あたりの電圧を低減することができる。またプ
ラズマが発生した後に電圧を調整する機構を必要としないので、簡易に低コストでソリュ
ーションプラズマ放電装置を構成することができる。
【００１７】
　本発明に係るソリューションプラズマ放電装置では、上記放電電極の少なくとも１つは
、放電中に当該放電電極間距離を広げられるように、位置を動かすことができる構成とす
ることが好ましい。
【００１８】
　上記の構成によれば、放電電極間の距離を短く設定した状態でプラズマを発生させ、気
泡が凹部に溜まった後、印加電圧を上げることなしに放電電極間の距離を長くするよう放
電電極の位置を動かすことができる。そのため印加電圧は同じで、長い放電電極間の距離
でプラズマが安定化しているので、放電電極間の距離あたりの電圧を低減することができ
る。
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【００１９】
　本発明に係るソリューションプラズマ放電装置は、上記液体を加熱し気泡を発生させる
ための加熱装置をさらに備えていることが好ましい。
【００２０】
　上記の構成によれば、加熱装置により液体が蒸発し、凹部に気泡が供給されるので、放
電電極間を流れる電流により液体を加熱し蒸発させる必要がなく、より早くプラズマを発
生させることができる。これにより放電電極間での消費電力を低減することができる。
【００２１】
　本発明に係るソリューションプラズマ放電装置は、上記液体中で発生した上記気泡を上
記凹部へ導く整流部材をさらに備えていることが好ましい。
【００２２】
　上記の構成によれば、整流部材が気泡を凹部へ誘導するため、確実に凹部に気泡をため
ることができる。
【００２３】
　本発明に係るソリューションプラズマ放電装置では、上記凹部は、放電により発生する
熱により高温になった上記気泡に耐える材料で構成されることが好ましい。
【００２４】
　上記の構成によれば、ソリューションプラズマ放電装置の耐久性を高め、長い時間プラ
ズマ状態を安定して維持することができる。
【００２５】
　本発明に係るソリューションプラズマ放電装置では、上記凹部は、絶縁性の材料で構成
されることが好ましい。
【００２６】
　上記の構成によれば、放電電極間の放電が凹部または基板で短絡することを防ぐことが
できる。
【００２７】
　本発明に係るソリューションプラズマ放電装置では、上記凹部は、セラミックで構成さ
れてもよい。また上記凹部は、シリコンゴムで構成されてもよい。
【００２８】
　上記の構成によれば、ソリューションプラズマ放電装置の耐久性を高め、かつ放電電極
間の放電が凹部または基板で短絡することを防ぐことができるので、長い時間プラズマ状
態を安定して維持することができる。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明に係るソリューションプラズマ放電装置は、以上のように、２つの放電電極の上
部に配置された基板を備え、上記基板はその下面に、上記２つの放電電極間の放電により
発生した気泡を蓄える凹部を有し、上記２つの放電電極の少なくとも一部は、上記凹部に
囲まれた空間内に配置されているので、ソリューションプラズマ放電において放電電極間
の距離あたりの電圧を低く抑え、プラズマ状態を安定して維持することができる。そのた
めプラズマによる発熱、電磁波ノイズ、及びプラズマ発光の輝度を減少させることができ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　本発明の一実施形態について図に基づいて説明すると以下の通りである。
【００３１】
　［実施の形態１］
　図１は本発明の実施の形態１に係るソリューションプラズマ放電装置２１を示す断面図
である。シリコンゴム製の基板２を、２つの放電電極１・１が貫通するように固定されて
いる。２つの放電電極１・１の間隔は下部Ａが狭く、上部Ｂに向かって広くなるように配
置されている。さらに２つの放電電極１・１の上部Ｂは、基板２の下面に設けられた凹部



(6) JP 2010-9993 A 2010.1.14

10

20

30

40

50

３で囲まれた空間の内部にある。凹部３は耐熱性・絶縁性のあるセラミックで形成された
被覆材４で覆われている。また２つの放電電極１・１のそれぞれは、シリコンゴムを貫通
する部分をセラミックチューブ１０・１０で覆われている。基板２に固定されたこれら２
つの放電電極１・１が容器１１内の溶液（液体）１２に浸されている。凹部３は溶液１２
の液面より下にある。
【００３２】
　尚、本実施の形態では放電電極１の下部Ａの放電電極間距離を０．５ｍｍ、上部Ｂの放
電電極間距離を４～５ｍｍ、２つの放電電極１の角度αは基板に対して７８°～８５°と
したが各部のサイズに限定はなく、上部Ｂの気泡がたまる部分での放電電極間距離が、下
部Ａのもっとも狭い放電電極間距離よりも広ければよい。また、放電電極１は直径が０．
５～１．０ｍｍの棒、基板２のサイズは直径２０ｍｍの円柱状、凹部３のサイズは直径１
０ｍｍ深さ２．５ｍｍの半球状としたが、各部のサイズに限定はない。放電電極は棒形状
に限らない。２つの円錐形状の放電電極を平行に配置することで、下部Ａの放電電極間の
距離を狭く、上部Ｂの放電電極間の距離を広く構成してもよい。また放電電極１の固定の
ためにセラミックチューブ１０を用いたが、なくてもよい。
【００３３】
　また放電電極１としてはタングステン、銅、またはその他の導電性の材料を使用するこ
とができる。基板２としてはシリコンゴムの他にセラミック等の絶縁性の材料を使用する
ことが好ましい。被覆材４としてはセラミックの他に、プラズマにより発熱した気泡の温
度に耐えられる材料（例えばシリコンゴム等）を使用することができる。尚、セラミック
の耐熱温度は、含有成分によって異なるが、約１５００～１９００℃である。また代表的
なシリコンゴムの耐熱温度は、約２００℃である。また凹部３、被覆材４及び基板２は、
電極間の放電を短絡しないように、絶縁性の材料で構成されることが好ましい。また被覆
材４を備えず、基板２を耐熱性・絶縁性の材料で構成し、くり抜く等の加工により凹部３
と基板２を同時に形成することもできる。また溶液１２は、化学反応の対象となる任意の
溶質の他、溶液の導電性を調整するための電解質を含んでもよい。また溶液１２は溶媒自
身を反応の対象とし、溶質を含まなくてもよい。
【００３４】
　この放電電極間に約１１００Ｖの電圧を印加すると、放電電極間の距離が短い下部（領
域）Ａでプラズマが発生する。発生したプラズマは同時に気泡を生じ、電圧を印加してい
る間はプラズマ状態が気泡内部で安定化して維持される。プラズマ相の周囲を気相が取り
囲み、さらにその周囲を液相が取り囲んでいる。このプラズマ状態が気体中及び溶液中の
分子の各種の化学反応を促進する。
【００３５】
　放電電極間の下部Ａで発生したプラズマは気泡を発生させ続けるが、プラズマの周囲の
気泡が上昇するのに伴い、プラズマが徐々に上部Ｂへ移動する。そして上部Ｂを含む凹部
３に気泡がたまってゆき、最終的に上部Ｂで電極間の放電がつながったプラズマ状態が安
定化する。放電電極間の距離が短い下部Ａではなく、放電電極間の距離が長い上部Ｂでプ
ラズマ状態が安定化する理由は、溶液１２よりもプラズマ化したプラズマ相の方が電気抵
抗が小さいためである。
【００３６】
　本実施の形態では、放電電極間の距離が長い上部Ｂの位置に気泡をためる凹部３を設け
ることで、印加電圧を上げることなく、放電電極間の距離が最小である下部Ａでの距離よ
りも長い距離でプラズマを維持することを可能としている。そしてこれは放電電極間の距
離あたりの電圧を下げることになり、流れる電流を減少させる。そのためプラズマによる
発熱、電磁波ノイズ、及びプラズマ発光の輝度を減少させることができる。また消費電力
も低減することができる。
【００３７】
　尚、上部Ｂでプラズマ状態が安定した後に放電電極間の印加電圧を下げることもできる
。これにより、さらに流れる電流を減少させ、プラズマによる発熱、電磁波ノイズ、プラ
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ズマ発光の輝度、及び消費電力を低減することができる。例えば、下部Ａの放電電極間の
距離が０．５ｍｍ、上部Ｂの放電電極間の距離が４ｍｍ、開始時の印加電圧が１１００Ｖ
である場合に、上部Ｂでプラズマ状態が安定した後、放電電極間の印加電圧を９００Ｖに
まで下げてもプラズマ状態を維持することができた。
【００３８】
　これらの効果により、例えばスラブ光導波路分光法によってプラズマ状態を観測する場
合において、電磁波ノイズまたはプラズマ発光によるノイズを低減することができる。ま
た発熱が少なくなるため少量の溶液中でプラズマ発光を維持し続けることができ、スラブ
光導波路分光法の観測に適している。また放電電極間の距離が長くプラズマ状態の領域が
広いので、プローブ計測法を用いてプラズマ状態を観測する場合において、測定電極をプ
ラズマ状態の領域に挿入することが容易になる。また、電極の配置を変更し上部Ｂの距離
を様々に変更することで、放電電極間の距離あたりの電圧を調整することができるので、
物質合成または液体処理等への利用において、発生するプラズマ状態の条件の選択肢を増
やすことができる。
【００３９】
　［実施の形態２］
　図２は本発明の実施の形態２に係るソリューションプラズマ放電装置２２を示す断面図
である。実施の形態１と同一の構成のものは同じ符号を付しその説明を省略する。凹部３
は四角形状の断面をもち、放電電極１ａは基板２に対して垂直に固定され凹部に挿入され
ている。一方、放電電極１ｂは基板２に対して水平に固定され凹部に挿入されている。放
電電極１ｂは水平方向に位置を動かすことができ、放電電極１ａとの距離を調整できるよ
うになっている。放電電極１ｂは水平に容器１１を貫通するように配置されているので、
溶液が漏れないようにシールされている。
【００４０】
　放電電極１ｂを放電電極１ａに近づけた状態で、これらの放電電極間に電圧を印加する
と、領域Ｃでプラズマが発生する。プラズマにより発生した気泡は領域Ｃを含む凹部３を
満たしてゆく。その後、放電電極１ｂを放電電極１ａから遠ざけると、領域Ｃはすでに気
泡で満たされているため、プラズマ状態を維持したまま放電電極間の距離を長くすること
ができる。
【００４１】
　すなわち実施の形態１と同様に、印加電圧を上げることなく、プラズマ状態を維持した
まま放電電極間の距離を長くすることができる。そしてこれは放電電極間の距離あたりの
電圧を下げることになり、流れる電流を減少させる。そのためプラズマによる発熱、電磁
波ノイズ、及びプラズマ発光の輝度を減少させることができる。
【００４２】
　［実施の形態３］
　図３は本発明の実施の形態３に係るソリューションプラズマ放電装置２３を示す断面図
である。実施の形態１と同一の構成のものは同じ符号を付しその説明を省略する。凹部３
は四角形状の断面をもち、２つの放電電極１ｃ・１ｃは、容器１１の下面を貫通し互いに
平行になるよう凹部３に挿入されている。２つの放電電極１ｃ・１ｃは容器１１を貫通す
る部分を絶縁性のチューブ１０で覆われている。そして２つの放電電極１ｃ・１ｃはチュ
ーブ１０から露出した部分（中間部Ｄ）でそれぞれ反対側に曲げられており、中間部Ｄの
放電電極間の距離は小さく、凹部３で囲まれた内部にある上部Ｅの放電電極間の距離は大
きくなっている。放電電極１ｃ及びチューブ１０が容器１１を貫通している部分はシール
されている。また２つの放電電極１ｃ・１ｃの周囲を囲うように、上下が開口した円錐形
状の整流部材５が配置されている。
【００４３】
　尚、整流部材５は円筒形状に限らず、単なる板でもよく、放電電極１ｃの間で発生する
気泡を凹部３へ導く形状及び配置をしていればよい。
【００４４】
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　放電電極間に電圧を印加すると、放電電極間の中間部Ｄでプラズマが発生する。発生し
たプラズマは気泡を発生させ、周囲の気泡が上昇するのに伴い徐々に上部Ｅへ移動する。
このとき、整流部材５が気泡を凹部３へ誘導するため、中間部Ｄと凹部３との距離が長い
場合でも、確実に凹部３に気泡をためることができる。そして上部Ｅを含む凹部３に気泡
がたまってゆき、最終的に上部Ｅでプラズマ状態が安定化する。
【００４５】
　すなわち実施の形態１と同様に、印加電圧を上げることなく、プラズマ状態を維持した
まま放電電極間の距離を長くすることができる。そしてこれは放電電極間の距離あたりの
電圧を下げることになり、流れる電流を減少させる。そのためプラズマによる発熱、電磁
波ノイズ、及びプラズマ発光の輝度を減少させることができる。
【００４６】
　［実施の形態４］
　図４は本発明の実施の形態４に係るソリューションプラズマ放電装置２４を示す断面図
である。実施の形態１と同一の構成のものは同じ符号を付しその説明を省略する。凹部３
は四角形状の断面をもち、２つの放電電極１ｄ・１ｄは、基板２に固定され、互いが平行
になるように配置されている。
【００４７】
　尚、本実施の形態では放電電極１ｄの下端は、凹部３で囲まれた内部に位置するが、凹
部３で囲まれた領域の下まで延びていてもよい。
【００４８】
　この放電電極間に電圧を印加すると、放電電極間にプラズマが発生する。発生したプラ
ズマは同時に気泡を生じ、電圧を印加している間はプラズマ状態が気泡内部で安定化して
維持される。プラズマにより発生した気泡は領域Ｆを含む凹部３を満たしてゆく。その後
、放電電極間に印加している電圧を下げることにより、プラズマ状態を維持したまま放電
電極間の印加電圧を下げることができる。本実施の形態では、領域Ｆはすでに気泡で満た
されているため、より低い電圧でプラズマ状態を維持することができる。
【００４９】
　これにより放電電極間に流れる電流を減少させるため、プラズマによる発熱、電磁波ノ
イズ、及びプラズマ発光の輝度を減少させることができる。また消費電力も低減すること
ができる。
【００５０】
　［実施の形態５］
　図５は本発明の実施の形態５に係るソリューションプラズマ放電装置２５を示す断面図
である。実施の形態１と同一の構成のものは同じ符号を付しその説明を省略する。凹部３
は四角形状の断面をもち、２つの放電電極１ｅ・１ｅは、基板２に固定され、互いが平行
になるように配置されている。さらに容器１１の底面に加熱装置６が設置されている。容
器１１内の、加熱装置６が配置された上部に、上下が開口した円錐形状の整流部材５が配
置されている。
【００５１】
　尚、加熱装置６は容器１１内に設置されてもよい。加熱装置６は凹部３の直下に配置す
る必要はなく自由に配置できる。例えば加熱装置６を容器１１内の底の隅の位置Ｉに設置
し、位置Ｉで発生する気泡を整流部材５によって凹部３へ誘導できればよい。
【００５２】
　この加熱装置６で溶液１２を加熱すると領域Ｇで気泡が発生する。このとき、整流部材
５が気泡を凹部３へ誘導するため、領域Ｇで発生した気泡を確実に凹部３にためることが
できる。気泡の発生と共に放電電極間に電圧を印加すると、凹部３で囲われた内部である
領域Ｈへ気泡が供給されるので、放電電極間を流れる電流により溶液１２を加熱し蒸発さ
せる必要がなく、より早く領域Ｈでプラズマを発生させることができる。
【００５３】
　これにより放電電極間で消費する電力を低減することができる。加熱装置６のエネルギ
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【００５４】
　また本実施の形態の整流部材５の代わりに、溶液１２内に液体の流れを作り出すことに
よって、加熱装置６により発生した気泡を凹部３へ導いてもよい。
【００５５】
　本発明は上述した各実施形態に限定されるものではなく、請求項に示した範囲で種々の
変更が可能であり、異なる実施形態にそれぞれ開示された技術的手段を適宜組み合わせて
得られる実施形態についても本発明の技術的範囲に含まれる。
【産業上の利用可能性】
【００５６】
　本発明はソリューションプラズマを応用した物質合成、液体処理、及び加工等に利用す
ることができる。またそれらのソリューションプラズマ状態の観測を容易にし、ソリュー
ションプラズマ状態の制御に適用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５７】
【図１】本発明に係るソリューションプラズマ放電装置の一実施形態を示す断面図である
。
【図２】本発明に係るソリューションプラズマ放電装置の他の実施形態を示す断面図であ
る。
【図３】本発明に係るソリューションプラズマ放電装置のさらに他の実施形態を示す断面
図である。
【図４】本発明に係るソリューションプラズマ放電装置のさらに他の実施形態を示す断面
図である。
【図５】本発明に係るソリューションプラズマ放電装置のさらに他の実施形態を示す断面
図である。
【図６】従来のソリューションプラズマ放電装置を示す断面図である。
【図７】従来のソリューションプラズマ放電装置における放電電極間の距離とプラズマ放
電開始電圧との関係を示すグラフである。
【符号の説明】
【００５８】
　１、１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄ、１ｅ　　放電電極
　２　　基板
　３　　凹部
　４　　被覆材
　５　　整流部材
　６　　加熱装置
　１０　チューブ
　１１　容器
　１２　溶液（液体）
　Ａ　　下部
　Ｂ　　上部
　Ｃ　　領域
　Ｄ　　中間部
　Ｅ　　上部
　Ｆ　　領域
　Ｇ　　領域
　Ｈ　　領域
　Ｉ　　位置
　２１、２２、２３、２４、２５　　ソリューションプラズマ放電装置
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